
（対象年度：令和3年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

福岡県 大川市

財政力指数 0.52 標準財政規模（百万円） 8,667

R4.1.1人口(人) 32,852 令和3年度職員数(人) 218

面積（K㎡) 33.62 人口千人当たり職員数(人) 6.6

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

建設債

実質的な
債務

その他

債務高水準

(単位：人）

　

H22年国調 37,448 4,488 12.0% 22,236 59.4% 10,698 28.6% 1,220 7.2% 5,518 32.3% 10,323 60.5%

H27年国調 34,838 3,668 10.6% 19,579 56.4% 11,456 33.0% 1,143 7.2% 4,889 30.8% 9,842 62.0%

R2年国調 32,988 3,456 10.5% 17,700 53.7% 11,832 35.9% 1,135 6.8% 4,860 29.1% 10,690 64.1%

構成比
第三次
産業

就業人口
構成比

総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口

全国平均

福岡県平均 19.9%

23.4% 73.4%

77.7%
R2年国調

11.9% 59.5% 28.6% 3.2%

13.0% 59.1% 27.9% 2.4%

財務状況把握の結果概要 福岡財務支局融資課

◆対象団体

◆基本情報
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※平均値は、いずれもR2年度

※１．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

　 ２．右上部表中の平均値は、各団体の計数について、特別定額給付金給付事業費補助金及び特別定額給付金給付事業費をそれぞれ推計し、国支出金等及び補助費等から減額補正を行ったうえで、

 各団体のR２年度計数を単純平均したものである。

　 ３．上記グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R2年度の類型区分による。

　 ４．平均値の算出において、債務償還可能年数と実質債務月収倍率における分子（実質債務）がマイナスの場合には「0（年・月）」として単純平均している。

 また、債務償還可能年数における分母（行政経常収支）がマイナスの場合には、集計対象から除外している。

　 ５．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

（R3年度） 大川市 全国平均 類似団体平均

大川市 全国平均 類似団体平均 大川市 全国平均 類似団体平均

大川市 全国平均 類似団体平均 大川市 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：億円）
＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 大川市 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 13.59% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 18.59% 30.00% 

実質公債費比率 9 .1% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 68 .4% 350.0% -

債務償還可能年数 6.8年 7.0年 7.9年 6.1年 3.5年

実質債務月収倍率 9.0月 9.6月 10.4月 9.8月 7.9月

積立金等月収倍率 3.1月 3.2月 3.1月 3.1月 3.8月

行政経常収支率 11.0% 11.3% 10.9% 13.3% 18.4%

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
（参考）

福岡県
平均値

6.7年 6.7年 6.0年

9.6月 7.9月 6.9月

5.5月 7.0月 7.3月

11.5% 12.0% 10.9%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

都市Ⅰ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年推移

大川市

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 3,879 3,851 4,013 3,846 3,801 23.3% 5,304 33.1%

　地方譲与税・交付金 845 845 847 975 1,128 6.9% 1,181 7.4%

　地方交付税 3,853 3,819 3,847 3,852 4,373 26.8% 4,900 30.6%

　国（県）支出金等 3,371 3,144 3,256 4,240 5,277 32.3% 3,832 23.9%

　分担金及び負担金・寄附金 857 813 972 1,142 1,344 8.2% 362 2.3%

　使用料・手数料 344 344 358 335 334 2.0% 257 1.6%

　事業等収入 51 49 53 44 67 0.4% 190 1.2%

行政経常収入 13,200 12,866 13,345 14,435 16,324 100.0% 16,026 100.0%

　人件費 2,703 2,631 2,376 2,378 2,387 14.6% 3,093 19.3%

　物件費 1,789 1,806 1,983 2,211 2,292 14.0% 2,769 17.3%

　維持補修費 145 144 148 138 140 0.9% 300 1.9%

　扶助費 4,015 3,896 3,981 4,039 4,883 29.9% 3,096 19.3%

　補助費等 1,076 908 1,655 1,938 1,761 10.8% 3,199 20.0%

　繰出金（建設費以外） 1,884 1,914 1,645 1,724 1,778 10.9% 1,592 9.9%

　支払利息 127 107 92 80 66 0.4% 91 0.6%

　（うち一時借入金利息） (－) (－) (－) (－) (－) (0)

行政経常支出 11,741 11,407 11,881 12,508 13,307 81.5% 14,141 88.2%

行政経常収支 1,460 1,459 1,464 1,927 3,017 18.5% 1,885 11.8%

　特別収入 159 99 129 3,662 102 4,097

　特別支出 142 80 82 3,477 60 3,936

行政収支（A） 1,477 1,478 1,511 2,111 3,059 2,047

■投資活動の部■

　国（県）支出金 405 635 1,274 398 956 63.3% 646 38.6%

　分担金及び負担金・寄附金 － － － 1 － 0.0% 254 15.2%

　財産売払収入 3 25 36 4 3 0.2% 43 2.6%

　貸付金回収 400 400 400 400 400 26.5% 222 13.2%

　基金取崩 43 285 523 608 151 10.0% 511 30.5%

投資収入 851 1,344 2,233 1,411 1,510 100.0% 1,676 100.0%

　普通建設事業費 1,472 2,418 4,239 2,773 2,989 198.0% 2,813 167.8%

　繰出金（建設費） － － － － － 0.0% 16 0.9%

　投資及び出資金 77 68 52 82 66 4.4% 170 10.1%

　貸付金 400 400 400 400 400 26.5% 215 12.8%

　基金積立 388 348 454 491 655 43.4% 508 30.3%

投資支出 2,337 3,234 5,145 3,747 4,110 272.2% 3,722 222.1%

投資収支 ▲1,486 ▲1,890 ▲2,912 ▲2,336 ▲2,600 ▲172.2% ▲2,046 ▲122.1%

■財務活動の部■

　地方債 992 1,743 2,717 2,053 1,759 100.0% 2,044 100.0%

  （うち臨財債等） (490) (487) (394) (368) (500) (500)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 992 1,743 2,717 2,053 1,759 100.0% 2,044 100.0%

　元金償還額 1,341 1,316 1,304 1,378 1,282 72.9% 1,927 94.3%

　（うち臨財債等） (400) (438) (460) (487) (521) (653)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 1,341 1,316 1,304 1,378 1,282 72.9% 1,927 94.3%

財務収支 ▲349 428 1,413 675 477 27.1% 118 5.7%

収支合計 ▲359 16 11 450 935 118

償還後行政収支（A-B) 136 163 207 733 1,776 120

■参考■

実質債務 9,950 10,323 11,614 11,895 10,837 12,703

（うち地方債現在高） (13,115) (13,543) (14,955) (15,630) (16,107) (19,878)

積立金等残高 3,449 3,528 3,483 3,831 5,270 7,499

※類似団体平均値は、各団体のR２年度計数を単純平均したものである。

なお、国（県）支出金等及び補助費等については、特別定額給付金給付事業費補助金及び特別定額給付金給付事業費をそれぞれ推計し、減額補正を行っている。

類似団体平均値
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２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水
準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）
　資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、令和3年度（診断対象年度）では3.8月（補正後）と積立低水準の状況
にはない。
　なお、令和２年度の積立金等月収倍率3.1月（補正後）は、類似団体平均5.5月と比較すると劣位である。

②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　「１．債務償還能力について　②フロー面」に記載のとおり、収支低水準の状況にはない。

②フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））
　償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、令和2年度以降上昇しており、令和3年度では18.4％（補正後）と収支低
水準の状況にはない。
　また、令和２年度の行政経常収支率13.3％（補正後）は、類似団体平均11.5％と比較すると優位である。

※債務償還可能年数
　令和3年度の債務償還可能年数3.5年（補正後）は、診断基準（15.0年以上）に該当していない。
　また、令和２年度の債務償還可能年数は6.1年（補正後）は、類似団体平均6.7年と比較すると優位である。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経常収支率を利
用して、ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（債務の水準）
　債務の水準を示す実質債務月収倍率は、直近10年間では改善しており、令和3年度（診断対象年度）では7.9月（補正
後）と債務高水準の状況にはない。
　なお、令和２年度の実質債務月収倍率9.8月（補正後）は、類似団体平均9.6月と比較すると劣位である。

大川市

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
類似団体平均値

（R2年度）

債務償還可能年数 7.4年 6.3年 7.3年 6.8年 6.7年 6.8年 7.0年 7.9年 6.1年 3.5年 6.7年

実質債務月収倍率 12.7月 11.6月 11.6月 10.4月 9.6月 9.0月 9.6月 10.4月 9.8月 7.9月 9.6月

積立金等月収倍率 3.0月 3.0月 3.1月 3.2月 3.2月 3.1月 3.2月 3.1月 3.1月 3.8月 5.5月

行政経常収支率 14.3％ 15.3％ 13.2％ 12.6％ 11.8％ 11.0％ 11.3％ 10.9％ 13.3％ 18.4％ 11.5％

財務上の留意点

●財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。

　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義 　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）

　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）

　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等

　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金

　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準
①実質債務月収倍率24ヶ月以上

②実質債務月収倍率18ヶ月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1ヶ月未満

②積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ

　行政経常収支率10%未満

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　債務償還可能年数15年以上
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直近10年間、収支低水準の状況にはない。
　扶助費や補助費等（その他）が増加しているものの、それ以上にふるさと応援寄付金収入の増加による収支改善の影響が大きく、行
政経常収支率は改善傾向にある。
　そのため、直近10年間、行政経常収支率は診断基準（10.0％未満）を上回って推移しており、収支低水準の状況にはない。

【収支系統】

３．財務の健全性等に関する事項

【債務系統】

直近10年間、債務高水準の状況にはない。
　毎年度の償還元金以上の借入は極力行わないとの方針のもと、平成29年度までの地方債残高は減少傾向で推移していたが、統合
中学校整備事業や子育て支援総合施設整備事業に伴い、平成30年度以降の地方債残高は増加傾向にある。
　一方、積立金等残高は【積立系統】に記載のとおり、増加している。
　地方債残高は増加しているものの、それ以上に積立金等残高が増加していることから、実質債務は減少している。
　そのため、直近10年間、実質債務月収倍率は診断基準（18.0月以上）を下回って推移しており、債務高水準の状況にはない。

【積立系統】

直近10年間、積立低水準の状況にはない。
　ふるさと応援寄附金収入の増加に伴い、ふるさと基金（その他特定目的金）の残高が増加しているため、積立金等残高は増加傾向に
あるものの、類似団体平均と比較すると低い水準で推移している。
　しかしながら、直近10年間、積立金等月収倍率は診断基準（3.0％未満）を上回って推移しており、積立低水準の状況にはない。

大川市

実質債務の経年推移 （単位：百万円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 H26年度⇒R3年度比

11,262 10,564 10,002 9,666 10,015 11,472 11,799 10,837 ▲425

14,315 13,932 13,465 13,115 13,543 14,955 15,630 16,107 1,791

内、臨財債等 ※2 5,916 6,147 6,236 6,326 6,375 6,309 6,190 6,168 252

3,054 3,369 3,463 3,449 3,528 3,483 3,831 5,270 2,216

※1　実質債務・・・地方債現在高　+　有利子負債相当額　-　積立金等残高　　

※2　臨財債等・・・臨時財政対策債　+　減税補填債　+　減収補填債特例分

実質債務 ※1

地方債現在高

積立金等残高

積立金等残高の経年推移 （単位：百万円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 H26年度⇒R3年度比

歳計現金 436 429 221 112 127 175 189 1,123 687 

財政調整基金 2,421 2,422 2,423 2,173 2,173 2,137 2,572 2,573 153 

減債基金 38 38 38 38 38 38 38 38 0 

その他特定目的基金 158 479 781 1,126 1,189 1,133 1,031 1,536 1,377 

内、ふるさと基金 27 348 650 994 1,058 1,001 880 1,381 1,354 

積立金等残高 3,054 3,369 3,463 3,449 3,528 3,483 3,831 5,270 2,217 

類似団体比較（令和2年度）

人口1人当たりの積立金等残高 114.79 201.93 61/84位

（残高多い方が上位）

(単位：千円）

大川市 類似団体平均 類似団体内順位

行政経常収支の経年推移 （単位：百万円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 H26年度⇒R3年度比

行政経常収入 11,762 12,534 12,909 13,200 12,866 13,345 14,435 16,324 4,562 

地方税 3,778 3,749 3,858 3,879 3,851 4,013 3,846 3,801 24 

地方交付税 3,800 3,816 3,826 3,853 3,819 3,847 3,852 4,373 572 

国（県）支出金 2,892 3,147 3,255 3,371 3,144 3,256 4,240 5,277 2,385 

ふるさと応援寄附金収入 662 845 979 1,217 1,217 

行政経常支出 10,206 10,947 11,377 11,741 11,407 11,881 12,508 13,307 3,101 

人件費 2,605 2,672 2,557 2,703 2,631 2,376 2,378 2,387 -218 

物件費 1,432 1,633 1,741 1,789 1,806 1,983 2,211 2,292 861 

扶助費 3,367 3,615 3,931 4,015 3,896 3,981 4,039 4,883 1,515 

補助費等 765 934 956 1,076 908 1,655 1,938 1,761 996 

繰出金 1,702 1,770 1,895 1,884 1,914 1,645 1,724 1,778 76 

行政経常収支 1,556 1,587 1,532 1,460 1,459 1,464 1,927 3,017 1,461 

行政経常収支率 13.2％ 12.6％ 11.8％ 11.0％ 11.3％ 10.9％ 13.3％ 18.4％ 5.2㌽

5



【今後の見通し】

ヒアリング等を踏まえた財務の見通し。

①ストック面

　地方債の発行額については、償還元金以上の借入は行わない方針であるが、今後「大川の駅」整備事業等の大型事業が計画されて
いることから、事業手法によっては地方債残高が大幅に増加することが考えられる。
　積立金等残高は、現行水準以上の残高を目標とするも、社会保障関係経費の増加、施設の老朽化対策、「大川の駅」整備事業等の
財源不足に伴う減少が懸念される。

②フロー面

　収入面では、年々納税義務者数が減少しており、地方税の減少が見込まれる。また、社会保障関係費等の扶助費の増加に伴い、国
庫支出金は増加していく見通しである。
　支出面では、扶助費や補助費等が今後も増加傾向で推移する見込みである。

【今後の財政運営に係る留意点等について】

〇公共施設等の更新対応について

　「大川市第６次総合計画」によれば、公共施設最適化への取組みの方向性として、大川市公共施設等総合管理計画に基づき、施設
（建築物）保有量（床面積）の34%削減を目標に、施設の長寿命化、更新、解体、売却等含めて、今後10年間の公共施設再編計画を策
定し、長期的な施設の管理運営に取り組むこととしている。
　貴市においては、公共施設等の更新への対応が財政に大きな影響を与えることから、老朽化対応に係る財政負担を適切に収支計画
に反映し、財源確保に努めていくとともに、大規模な公共事業の実施にあたっては民間資金や民間ノウハウの活用を検討し、財政負担
の軽減を図っていくことが望まれる。

〇今後の財政運営について

　貴市は、類似団体と比較して扶助費が高い水準にあるものの、ふるさと応援寄附金収入の増加に伴い、積立金等残高の増加や行政
経常収支率の上昇により、債務償還能力、資金繰り状況ともに留意すべき状況にはない。
　しかしながら、今後は収入の大幅な増加が見込めない一方、老朽化に伴う公共施設やインフラ施設の更新改修や社会保障関係費等
の支出の増加が予想されているほか、「大川の駅」整備事業等の大型事業も計画しており、収支の悪化に加え、財源不足に伴う積立
金等残高の減少も懸念される。
　よって、将来に備えるため、事業のスクラップなど、定期的な見直しやフォローアップを実施しつつ、行政事務の効率化や公共施設の
更新費用の削減などによる一層のコスト削減に努めるなど、健全かつ安定的な財政運営を行うことが望まれる。

大川市
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●計数補正

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、以下の計数補正を行っている。

■ふるさと応援寄附金に係る収入、支出

■特別定額給付金給付事業に係る収入、支出

■土地開発基金の廃止に伴う土地での運用部分に係る収入、支出

■財務指標への影響

大川市

（単位：千円）

区分 科目 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

投資収入  分担金及び負担金・寄附金 ▲ 4,236 ▲ 8,913 ▲ 11,061 ▲ 320,916 ▲ 337,679 ▲ 387,295 ▲ 347,714 ▲ 453,267 ▲ 495,267 ▲ 651,026

行政収入  分担金及び負担金・寄附金 4,236 8,913 11,061 320,916 337,679 387,295 347,714 453,267 495,267 651,026

（単位：千円）

区分 科目 令和2年度

行政収入 国（県）支出金等 ▲ 3,367,400

行政収入  行政特別収入 3,367,400

行政支出  補助費等 ▲ 3,367,400

行政支出  行政特別支出 3,367,400

（単位：千円）

区分 科目 令和2年度

投資収入  基金取崩 ▲ 367,831

行政収入  行政特別収入 367,831

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

補正前 － － － 8.5年 8.6年 9.2年 9.2年 11.4年 8.3年 4.5年

補正後 － － － 6.8年 6.7年 6.8年 7.0年 7.9年 6.1年 3.5年

補正前 － － － 10.6月 9.8月 9.3月 9.8月 10.8月 8.2月 8.2月

補正後 － － － 10.4月 9.6月 9.0月 9.6月 10.4月 9.8月 7.9月

補正前 － － － 3.3月 3.3月 3.2月 3.3月 3.2月 2.6月 4.0月

補正後 － － － 3.2月 3.2月 3.1月 3.2月 3.1月 3.1月 3.8月

補正前 － 15.2％ 13.1％ 10.3％ 9.4％ 8.3％ 8.8％ 7.8％ 8.2％ 15.0％

補正後 － 15.3％ 13.2％ 12.6％ 11.8％ 11.0％ 11.3％ 10.9％ 13.3％ 18.4％

債務償還可能年数

積立金等月収倍率

行政経常収支率

実質債務月収倍率
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